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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 64,618 62,491 70,399 70,110 71,294

経常利益 (百万円) 8,326 8,849 13,541 10,584 11,353

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 4,769 5,019 9,093 7,165 8,165

包括利益 (百万円) 5,643 13,304 11,043 18,327 9,510

純資産額 (百万円) 123,385 134,784 142,821 150,720 158,125

総資産額 (百万円) 144,385 160,028 172,649 181,484 193,345

１株当たり純資産額 (円) 2,393.17 2,614.22 2,770.32 3,074.73 3,226.40

１株当たり当期純利益金額 (円) 91.35 97.52 176.67 142.14 166.89

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 85.3 84.1 82.6 82.9 81.6

自己資本利益率 (％) 3.9 3.9 6.6 4.9 5.3

株価収益率 (倍) 17.7 20.3 14.5 26.4 15.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,046 9,287 11,945 6,667 5,763

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,776 △2,075 △2,315 △3,168 △5,685

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,649 △2,038 △2,304 △10,081 △2,146

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 45,773 50,951 58,265 52,142 50,094

従業員数
(人)

1,893 1,894 1,883 1,883 1,908
(外、平均臨時雇用者数) (201) (187) (183) (179) (182)

 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準第21号 平成25年９月13日) 等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 55,502 54,231 61,090 59,694 61,821

経常利益 (百万円) 7,940 8,348 12,908 9,884 10,691

当期純利益 (百万円) 4,593 4,702 8,729 6,765 7,880

資本金 (百万円) 24,356 24,356 24,356 24,356 24,356

発行済株式総数 (株) 56,911,185 56,911,185 56,911,185 56,911,185 54,311,185

純資産額 (百万円) 122,410 133,465 142,108 147,278 157,481

総資産額 (百万円) 138,981 154,456 165,792 174,824 185,439

１株当たり純資産額 (円) 2,378.15 2,592.97 2,760.96 3,010.09 3,218.66

１株当たり配当額
(円)

36.00 38.00 40.00 42.00 44.00
(内１株当たり中間配当額) (18.00) (19.00) (20.00) (21.00) (22.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 87.97 91.36 169.60 134.21 161.06

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 88.1 86.4 85.7 84.2 84.9

自己資本利益率 (％) 3.7 3.7 6.3 4.7 5.2

株価収益率 (倍) 18.4 21.7 15.1 27.9 16.1

配当性向 (％) 40.9 41.6 23.6 31.3 27.3

従業員数
(人)

1,548 1,552 1,534 1,528 1,536
(外、平均臨時雇用者数) (105) (95) (92) (96) (103)

 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

年月 概要

昭和21年８月 長野県松本市大字筑摩985番地１（現松本市埋橋１丁目）において資本金198千円を以て医薬品の

製造及び販売を目的とする㈱橘生化学研究所を設立し事業を開始いたしました。

昭和22年５月 商号を橘生薬品工業株式会社と変更いたしました。

昭和24年４月 販売元として田辺製薬㈱、武田薬品工業㈱、鳥居薬品㈱、東京田辺製薬㈱、小林大薬房㈱、荒川

長太郎（合名）の６社と契約いたしました。

昭和24年４月 東京営業所を設置いたしました。

昭和27年10月 大阪営業所を設置いたしました。

昭和34年４月 福岡営業所を設置いたしました。

昭和34年６月 販売元として東京田辺製薬㈱１社と専売契約いたしました。

昭和34年６月 名古屋営業所を設置いたしました。

昭和39年４月 広島営業所を設置いたしました。

昭和39年10月 松本市芳野19番48号（旧松本市芳川区野溝105番地）に本社、工場及び研究所を建設、諸設備を

一新して移転いたしました。

昭和39年10月 商号をキッセイ薬品工業株式会社と変更いたしました。

昭和40年４月 札幌営業所を設置いたしました。

昭和41年４月 仙台営業所を設置いたしました。

昭和42年12月 京都営業所を設置いたしました。

昭和44年４月 松本営業所を設置いたしました。

昭和44年５月 本社敷地内に中央研究所を建設いたしました。

昭和44年10月 高松営業所を設置いたしました。

昭和45年４月 販売元東京田辺製薬㈱との専売契約を解消し、全国の医薬品卸売業者と取引を開始いたしまし

た。

昭和52年４月 キッセイ商事株式会社を設立いたしました。（現連結子会社）

昭和55年７月 本社敷地内にＧＭＰ（Good Manufacturing Practice）適合の製剤工場を建設いたしました。

昭和60年４月 キッセイコムテック株式会社を設立いたしました。（現連結子会社）

昭和60年６月 長野県穂高町（現安曇野市）にＧＬＰ（Good Laboratory Practice）適合の第二研究所を建設い

たしました。

昭和61年５月 製剤工場を増設いたしました。

昭和63年12月 東京証券取引所市場第二部に上場いたしました。

平成元年４月 各営業所を支店に改称いたしました。

平成元年４月 関越支店を設置いたしました。

平成２年４月 横浜支店を設置いたしました。

平成２年11月 長野県穂高町（現安曇野市）に中央研究所を建設して移転いたしました。

平成３年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定されました。

平成３年12月 松本市に情報センターを建設いたしました。

平成６年10月 塩尻市に製剤工場を建設いたしました。

平成７年７月 東京本社を設置いたしました。

平成８年９月 長野県穂高町（現安曇野市）に製剤研究所を建設して移転いたしました。

平成９年３月 東京本社（小石川）を設置いたしました。

平成13年５月 塩尻市にヘルスケア事業センターを建設いたしました。

平成15年５月 株式会社ハシバ９２０を100％子会社といたしました。

平成19年４月 株式会社ハシバ９２０がキッセイテクノス株式会社と合併し、商号をハシバテクノス株式会社に

変更いたしました。（現連結子会社）

平成19年４月 上越市に上越化学研究所を建設いたしました。
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３ 【事業の内容】

当グループは、連結財務諸表提出会社（以下当社という。）と連結国内子会社３社、非連結国内子会社１社及び非

連結海外子会社２社を合わせた７社により構成されており、医療用医薬品の製造販売を主な内容とし、更に関連する

資材の仕入・販売、システム開発・情報処理業務、建設請負業務、施設・設備管理業務、情報収集・開発支援業務及

びその他サービス等の事業活動を展開しております。

当グループの事業に係わる位置づけ及びセグメントとの関係は次のとおりであります。

 

（医薬品事業）

医療用医薬品の製造販売…………当社が研究開発した医療用医薬品を製造販売するほか、一部は当社で仕入れて販

売しております。

情報収集・開発支援業務…………非連結子会社KISSEI AMERICA,INC.が海外における医薬品の開発に係る情報を収

集・分析し、当社の研究開発部門に情報提供するほか、当社の研究開発部門が海

外の研究機関に委託した研究開発業務を円滑に進めるためのサービス業務を当社

の指示のもと行っております。
 

 

（その他の事業）

資材の仕入・販売…………………連結子会社キッセイ商事株式会社が資材を仕入れ販売しております。当社も原材

料を中心とする資材を同社から仕入れているほか、当社の設備投資にあわせ固定

資産を調達しております。

システム開発・情報処理業務……連結子会社キッセイコムテック株式会社がコンピュータに関するシステムの設

計、開発及び情報処理業務を受託しており、当社もこれらの業務を同社に委託し

ております。

非連結子会社普拉内特計算機技術有限公司が中国においてコンピュータに関する

システムの設計、開発及び販売を行っております。

建設請負業務………………………連結子会社ハシバテクノス株式会社が建設業を営んでおります。当社も工場、研

究所、事務所等の新築・増改築等の工事を同社に委託しております。

施設・設備管理業務………………連結子会社ハシバテクノス株式会社が設備機器の運転、維持管理に関する業務を

受託しております。

その他業務…………………………連結子会社キッセイ商事株式会社が麺類の製造販売及び保険代理業を営んでおり

ます。

連結子会社キッセイコムテック株式会社が情報機器レンタル事業及び健康維持増

進を支援するシステムの販売を行っております。

非連結子会社三井観光株式会社が飲食業を営んでおります。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 

 ※非連結子会社三井観光(株)は平成28年６月27日に清算結了しております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の
兼任等
（人）

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借

その他

（連結子会社）          

キッセイ商事株式
会社

長野県松本市 50
その他の事業
(物品販売業)

100.0 兼任３ －
資材・設備
等の購入

建物の賃貸
債務の
保証

キッセイコムテッ
ク株式会社

長野県松本市 334
その他の事業
(情報処理
サービス業)

84.2 兼任４ －
コンピュー
タ役務の受
入

建物の賃
貸・土地の
賃借

－

ハシバテクノス株
式会社

長野県松本市 45
その他の事業
(建設請負業)

100.0 兼任３ －
建設工事の
委託

事務所の賃
借

－
 

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成28年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

医薬品事業 1,536 (103)

報告セグメント計 1,536 (103)

その他の事業 372 (79)

合計 1,908 (182)
 

(注) 従業員数は就業人員(出向者を除く)であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

 

(2) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,536(103) 40.5 16.0 7,967,492
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

医薬品事業 1,536 (103)

合計 1,536 (103)
 

(注) １．従業員数は就業人員（出向者を除く）であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社に労働組合はありませんが、連結子会社の一部に労働組合が結成されております。なお、労使関係は円満に

推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

下記の各項目の記載金額には、消費税等は含まれておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、ユーロ圏や中国をはじめとする新興諸国などの海外経済の減速により円

安の勢いが止まるとともに、それが株式市況にも波及して景気が足踏み状態となるなど、先行き不透明な状況で推

移しました。

医薬品業界におきましては、後発品使用促進策等の医療費抑制策の進展に加え、企業間での市場競争が激化する

など、引き続き厳しい経営環境のもとに推移しております。また、情報サービス業界、物品販売業界、建設業界に

おきましては、企業におけるIT投資及び設備投資意欲に改善傾向が見られるものの、個人消費の低迷を主要因に景

気の停滞感が強まるなど、依然として厳しい競争環境下にありました。

このような状況下、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

 増減率(％)

売上高(百万円) 70,110 71,294 1.7

営業利益(百万円) 8,334 10,274 23.3

経常利益(百万円) 10,584 11,353 7.3

親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

7,165 8,165 14.0
 

医薬品事業の売上高は、618億２千１百万円（前連結会計年度比3.6％増）となりました。長期収載品などが減少

いたしましたが、前立腺肥大症に伴う排尿障害改善薬「ユリーフⓇ錠」、糖尿病治療薬「グルベスⓇ配合錠」及び

「グルファストⓇ錠」、腎性貧血治療薬「エポエチンアルファBS注JCR」などの主力製品における積極的な医薬情報

活動を推進いたしましたほか、技術料売上や国内販売提携先への供給額が増加いたしましたことなどにより増収と

なりました。なお、高リン血症治療薬「ピートルⓇチュアブル錠」を昨年11月に、前立腺肥大症に伴う排尿障害改善

薬「ユリーフⓇOD錠」（剤形追加）を本年１月にそれぞれ新発売いたしました。また、前立腺肥大症に伴う排尿障害

改善薬シロドシン（一般名、日本製品名ユリーフ）の北米・中南米における技術導出先でありますアラガン社（ア

メリカ）及び欧州・中東・アフリカなどにおける技術導出先でありますレコルダッチ社（イタリア）では、当連結

会計年度におきましても引き続きそれぞれの許諾地域内において製品育成を進めております。

その他の事業の売上高は、94億７千２百万円（前連結会計年度比9.1％減）となりました。情報サービス業で増収

となりましたものの、物品販売業、建設請負業におきまして減収となりました。

利益面では、増収に加え、売上原価率が低下するとともに、研究開発費を主に販売費及び一般管理費が減少いた

しましたことにより、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益は増益となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より20億４千７百

万円減少し、当連結会計年度末では500億９千４百万円（前連結会計年度末比3.9％減）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前当期純利益の増加、法人税等の支払額の減少などの資金の増加要

因がありましたが、売上債権の増加、その他の流動負債の減少などの資金減少要因により、前連結会計年度に比べ

９億４百万円減の57億６千３百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、長期前払費用の取得による支出の増加などにより、前連結会計年度に比べ25億

１千６百万円支出増の56億８千５百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ79億３千５百万円支出減の21億４千６百万円の支出とな

りました。主な要因は、自己株式の取得による支出の減少によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

前年同期比(％)

医薬品事業(百万円) 48,110 1.5

報告セグメント計(百万円) 48,110 1.5

その他の事業(百万円) 2,213 △2.3

合計(百万円) 50,323 1.4
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。

 

(2) 商品仕入実績

当連結会計年度における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

前年同期比(％)

医薬品事業(百万円) 7,275 1.7

報告セグメント計(百万円) 7,275 1.7

その他の事業(百万円) 1,838 △25.3

合計(百万円) 9,113 △5.2
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は、仕入価格によっております。

 

(3) 受注状況

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

その他の事業 8,368 12.6 2,625 49.6

合計 8,368 12.6 2,625 49.6
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．医薬品事業は販売計画に基づく生産計画により生産しております。
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(4) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

医薬品事業   

 その他代謝用薬 14,225 14.5

 神経系用薬 202 △6.7

 感覚器官用薬 1,893 △12.1

 循環器官用薬 4,546 △12.4

 消化器官用薬 3,057 4.1

 ホルモン・泌尿生殖・血液体液用薬 20,264 5.5

 アレルギー用薬 1,281 △9.8

 その他 16,350 1.3

 報告セグメント計 61,821 3.6

その他の事業 9,472 △9.1

合計 71,294 1.7
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

アルフレッサ㈱ 10,789 15.4 11,436 16.0

㈱スズケン 9,346 13.3 9,826 13.8

㈱メディセオ 7,632 10.9 8,023 11.3
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３ 【対処すべき課題】

製薬産業を取り巻く経営環境は激変の最中にあります。日米欧においては医療費適正化に向けたさまざまな医療制

度改革が進められ、また新興国においては医療ニーズが拡大するなど、医薬品市場はグローバルな規模で大きく変化

しています。さらに、希少疾病に対する治療や生活の質（Quality of life）の向上など医療ニーズが高度化、多様化

する一方、新薬シーズの枯渇、新薬開発コストの増大などにより研究開発活動の生産性はますます厳しくなってきて

おり、企業間競争は熾烈を極めております。

このような経営環境下にあって、当社は継続的に新薬を創出することにより、当社の存在意義・存在価値を生む製

品ポートフォリオを構築し、創薬研究開発型企業として持続的成長を図るための取り組みを推進しております。

平成26年度から平成28年度までを実行期間とした中期経営計画「PROGRESS 3」におきまして、以下の６項目を対処

すべき課題として設定し、その早期実現に向けて引き続き注力してまいります。

① 独自性と競争優位性を持つ製品ポートフォリオの充実・強化

マーケティング領域および新規参入領域に、バイオロジクス領域を加えた研究開発領域において、研究開発・ラ

イセンスインを活発化させ、製品ポートフォリオの充実・強化を図る。

② 開発テーマの効率的な臨床試験推進と早期着実な承認取得

開発マネジメント体制の強化を図り、開発テーマの早期かつ確実な承認取得を実現するとともに、経営資源を最

適に配分し効率的な開発業務を推進する。

③ 国内医療用医薬品市場における競争優位性確立と売上高獲得

ユリーフ、グルファスト、グルベス、ピートルといった特許製品をはじめとする主力製商品のプロモーション活

動に販売資源を集中し、国内医療用医薬品売上高の早期最大化を図る。

④ 海外展開の推進と海外収益の獲得

海外提携先との連携強化などにより、海外収益の最大化を図るとともに、新規創製品の海外導出と育成を図り、

将来における海外収益基盤の安定化を目指す。

⑤ 効率的な生産体制の構築と高品質医薬品の安定供給

医薬品生産・物流コストの効率化を図るとともに、新薬・新製品群の恒常的安定生産の早期実現と顧客ニーズを

踏まえた安全・安心な高品質医薬品の安定供給を推進する。

⑥ ヘルスケア事業の収益確保とビジネス拡大

介護・高齢者領域、腎疾患領域における新製品の継続投入と製品改良により収益を確保するとともに、新たな治

療領域への進出とターゲット市場の拡大を図る。
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４ 【事業等のリスク】

当グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものであります。

(1) 医薬品の研究開発に係るリスク

新薬の研究開発から承認・発売までは多額な費用と長い期間を要します。創薬研究において、有用な化合物を

順調に発見できるとは限らず、また開発中の新薬あるいは効能追加等について、予測している通りの有用性を証

明できるかどうか、いつ承認を得ることができるかを確実に予測することはできません。

(2) 医薬品行政の動向によるリスク

日本の医療用医薬品は、国が定める薬価基準によって薬価が決められており、現在、原則として２年に１度薬

価改定(薬価基準の引下げ)が実施されています。この他、疾病治療の包括化や更なる後発品使用促進策等の医療

保険制度の改定があった場合は、業績あるいは財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 他社医薬品との競合によるリスク

販売しております医薬品と同種の適応をもつ他社医薬品との競合に加え、先発医薬品の特許が切れると発売さ

れる同成分の後発医薬品との価格的な競合にさらされます。これらの競合は既存製品の売上に大きな影響を及ぼ

す可能性があります。

(4) 医薬品副作用発現によるリスク

医薬品には、開発段階では発見できなかった未知の副作用が発現する可能性があります。予期せぬ副作用や重

篤な有害事象が発現した場合には、その使用方法が制限されたり、場合によっては発売中止になる可能性もあり

ます。

(5) 製造・仕入に関するリスク

生産設備の不具合あるいは原材料の入手の遅れ等により製造が遅滞または停止した場合や、品質上の問題の発

生により製品回収等を行うことになった場合は、業績あるいは財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 知的財産の保護の成否に関するリスク

当グループが知的財産権を適切に保護できない場合には、他の第三者が当グループの技術等を使用して、当グ

ループの市場における競争優位性を阻害する可能性があります。

(7) 訴訟に関するリスク

現在、当グループの経営に影響を与えるような訴訟は提起されておりませんが、当グループが国内外で継続し

て事業活動を行う過程において、特許関連、製造物責任、環境関連、労務関連、その他に関し訴訟を提起される

可能性があります。

(8) 環境保全に関するリスク

医薬品の研究や製造の過程で使用される化学物質等の中には、環境に影響を与える物質も含まれています。各

事業所においては厳格な管理を実施し環境保全に努めておりますが、これらが周辺の環境汚染の原因と判断され

た場合、事業所に対する法的な措置が講じられたり、環境の回復や改善のための費用等の発生により、業績ある

いは財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(9) 情報管理に関するリスク

当グループが保有する個人情報や機密情報の保護・管理について、社内規程を制定し、また従業員教育等を通

じて、情報流出の防止に細心の注意を払っておりますが、予期せぬ事態により情報の流出・漏洩が発生した場合

には、当グループの社会的信用の低下等により、業績あるいは財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

なお、上記以外にも様々なリスクがあり、ここに記載されたものが当グループのすべてのリスクではありません。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術導出契約

契約会社名

契約先

契約内容 対価の受取 契約期間

国名 社名

当社 韓国 JW製薬
糖尿病治療薬ミチグリニドの
韓国における独占的開発及
び、販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成15年３月～
製品の販売を終了
するまで

当社 アメリカ メディシノバ社

切迫早産及び喘息急性発作治
療薬ベドラドリンの日本を除
く全世界における独占的開発
及び、販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成16年２月～
本特許満了日と製
品発売から10年目
までのいずれか遅
い方の期間

当社 韓国 JW製薬
前立腺肥大症に伴う排尿障害
改善薬シロドシンの韓国にお
ける独占的開発及び、販売権

契約一時金
原薬供給

平成16年３月～
本特許満了日と製
品発売から10年目
までのいずれか遅
い方の期間

当社 アメリカ アラガン社

前立腺肥大症に伴う排尿障害
改善薬シロドシンのアメリ
カ、カナダ、メキシコ、南米
における独占的開発及び、販
売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成16年４月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

当社 イタリア レコルダッチ社

前立腺肥大症に伴う排尿障害
改善薬シロドシンの欧州、中
東、アフリカ、オセアニアに
おける独占的開発及び、販売
権

契約一時金
原薬供給

平成16年12月～
本特許満了日と製
品発売から10年目
までのいずれか遅
い方の期間
その後は２年毎自
動更新

当社 日本 エーザイ㈱
糖尿病治療薬ミチグリニドの
アセアン10カ国における独占
的開発及び、販売権

製剤供給

平成19年６月～
平成34年６月

その後は１年毎自
動更新

当社 日本 エーザイ㈱
糖尿病治療薬ミチグリニドの
中国における独占的開発及
び、販売権

契約一時金
製剤供給

平成19年９月～
平成34年９月

その後は１年毎自
動更新

当社 日本 エーザイ㈱

前立腺肥大症に伴う排尿障害
改善薬シロドシンのアセアン
10カ国、インド、スリランカ
における独占的開発及び、販
売権

契約一時金
製剤供給

平成21年３月～
平成36年３月

その後は１年毎自
動更新

当社 スイス オブシーバ社

子宮内膜症治療薬KLH-2109の
日本その他の一部アジアを除
く全世界における独占的開発
及び、販売権

契約一時金
製剤供給

平成27年11月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

 

(注) 以下の契約については、当連結会計年度において終了いたしました。

   ・当社とファイザー社（アメリカ）の痛風・高尿酸血症治療薬KUXに関する実施権許諾契約
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(2) 技術導入契約

契約会社名

契約先

契約内容 対価の支払 契約期間

国名 社名

当社 日本 中外製薬㈱
ベザフィブラート製剤の製造
技術及び国内での販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成２年８月～
平成32年６月

当社 日本 塩野義製薬㈱
脊髄小脳変性症治療薬ロバチ
レリンの国内での開発及び、
販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成18年12月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

当社 日本
ワイズ・エー・
シー㈱

中皮腫を対象とした抗CD26ヒ
ト化抗体YS110の国内での開
発及び、販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成20年９月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

当社 アメリカ
ソフィリス・バ
イオ社

前立腺肥大症治療薬「遺伝子
組換え型プロアエロリシン」
の国内での開発及び、販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成22年４月～
開発又は販売終了
するまで

当社 スイス

ビフォー・フレ
ゼニウス・メ
ディカルケア・
リ ー ナ ル ・
ファーマ社

透析時高リン血症治療薬スク
ロオキシ水酸化鉄の国内での
開発及び、販売権

契約一時金
一定率のロイヤル
ティ

平成22年９月～
製品発売後10年と
後発品の発売のい
ずれか遅い方の期
間

 

 

(3) 商品導入契約

契約会社名

契約先

契約内容 対価の支払 契約期間

国名 社名

当社 日本 ファイザー㈱
フラグミン静注の国内での販
売権

－
平成26年４月～

平成29年３月

当社 日本 わかもと製薬㈱
リズモンTG点眼液の国内での
共同販売権

契約一時金

平成11年６月～
平成21年11月

その後は１年毎自
動更新

当社 日本
アストラゼネカ
㈱

ゾラデックス1.8mgデポの国
内での販売権

契約一時金

平成25年７月～
平成28年６月

その後は相手方と
合意した期間の満
了まで

当社 日本
大日本住友製薬
㈱

フルスタン錠の国内での販売
権

－

平成13年３月～
平成23年８月

その後は１年毎自
動更新

 

 

(4) 取引契約関係

契約会社名

契約先

契約内容 契約期間

国名 社名

当社 日本 第一三共㈱
前立腺肥大症に伴う排尿障害改善薬シロドシンの
国内での製剤の開発、製造、販売における実施権
許諾及びそれにかかる共同開発及び共同販売

平成13年３月～
開発又は販売終了
するまで

当社 日本 武田薬品工業㈱
糖尿病治療薬ミチグリニドの国内での製剤の開
発、販売における実施権許諾及びそれにかかる共
同開発及び共同販売

平成14年８月～
製品発売後10年目
にかかる会計年度
末。その後は１年
毎自動更新
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契約会社名

契約先

契約内容 契約期間

国名 社名

当社 日本 JCRファーマ㈱
腎性貧血治療薬エポエチンカッパ（遺伝子組換
え）［エポエチンアルファ後続１］の国内での共
同開発及び販売権

平成17年12月～
製品発売後10年

その後は１年毎自
動更新

当社 日本 JCRファーマ㈱
持続型赤血球造血刺激因子製剤ダルベポエチンア
ルファ（遺伝子組換え）のバイオ後続品の国内で
の共同研究開発

平成25年９月～
製品の研究開発が
終了するまで

当社 日本
味の素製薬㈱

（注）
潰瘍性大腸炎治療薬カロテグラストメチルの国内
での共同開発及び共同販売権

平成27年３月～
両社が終了に合意
するまで

当社 日本
味の素製薬㈱

（注）
潰瘍性大腸炎治療薬ブデソニドの国内での共同開
発及び共同販売権

平成27年３月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

当社 日本 杏林製薬㈱
過活動膀胱治療薬ビベグロンの国内での共同開発
及び共同販売権

平成28年３月～
本特許満了日と製
品発売から15年目
までのいずれか遅
い方の期間

 

 (注) 味の素製薬株式会社は、平成28年４月１日付けにてEAファーマ株式会社へ社名変更しております。

 
６ 【研究開発活動】

当グループの中核である医薬品事業では、経営ビジョンである「世界の人びとの健康に貢献できる独創的な医薬品

を開発し提供する創薬研究開発型企業を目指す」の実現のため、研究開発におけるコア領域を定め、積極的に研究開

発投資を行うことにより、新薬創出と開発の加速を図っております。また、グローバル市場への進出と拡大を目指

し、創製品の技術導出による国際展開を推進しております。

医薬品事業における当連結会計年度の研究開発の状況は次のとおりであります。

昨年１月に承認申請を行いましたグルファストの剤形追加（口腔内崩壊錠）の製造販売承認を本年２月に取得いた

しましたことから、薬価基準収載後の発売を予定しております。また、本年３月には杏林製薬株式会社との間で過活

動膀胱治療薬KRP-114V（開発番号、一般名：ビベグロン）の日本国内における共同開発及び共同販売に関する契約を

締結いたしました。なお、当社とファイザー社（アメリカ）は、当社が同社に技術導出いたしました痛風・高尿酸血

症治療薬KUX-1151（開発番号）に代わる新たな化合物の共同研究を進めてまいりましたが、当連結会計年度内におい

て、同社は同社内における研究開発ポートフォリオの見直しにより、当該共同研究を継続しないことを決定していま

す。

このほか、昨年11月には当社が創製いたしました子宮内膜症治療薬KLH-2109（開発番号）につきまして、日本など

一部のアジアを除く全世界における独占的開発及び販売権をオブシーバ社（スイス）に許諾する契約を締結いたしま

した。

その他の事業につきましては、ソフトウエア開発における先端情報技術研究への積極投資など、事業拡大に向けて

の基盤作りを行っております。

当連結会計年度の研究開発費の総額は141億６百万円（売上高比19.8％）であります。

 

（医薬品事業)

マーケティング領域および新規参入領域に、バイオロジクス領域を加えた研究開発領域において、研究開発・ライ

センスインを活発化させ、製品ポートフォリオの充実・強化を図っております。なお、研究開発費の総額は139億９千

７百万円であります。

 

（その他の事業)

グローバルな事業展開に向けたメディカル系ソフトウエアをはじめ、パッケージソフトウエアの開発体制の確立、

次世代技術の取り込みを推進しております。なお、研究開発費の総額は１億８百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分析した内容で

あります。

 

(1) 財政状態

当連結会計年度末の総資産は1,933億４千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ118億６千万円増加しまし

た。流動資産は現金及び預金、有価証券が減少しましたが、たな卸資産、受取手形及び売掛金が増加したことなど

により、26億８千９百万円増加し1,000億５千１百万円となりました。固定資産は投資有価証券の増加などにより、

91億７千１百万円増加し932億９千４百万円となりました。

当連結会計年度末の負債は352億２千万円となり、前連結会計年度末に比べ44億５千５百万円増加しました。流動

負債は、「その他」に含まれる前受金、未払法人税等が増加したことなどにより、６億７千３百万円増加し196億８

百万円となりました。固定負債は退職給付に係る負債が増加したことなどにより37億８千２百万円増加し、156億１

千２百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産は1,581億２千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ74億４百万円増加しました。

その他有価証券評価差額金、利益剰余金の増加がありました他、自己株式の消却などの変動がありました。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の82.9％から81.6％となりました。

 

(2) 経営成績

売上高につきましては、全体で712億９千４百万円（前連結会計年度比1.7％増）となりました。そのうち大半を

占める当グループの中核をなす医薬品事業では、ユリーフ、グルべス配合錠、グルファスト錠、エポエチンアル

ファBSなどが増加いたしましたほか技術料売上や国内販売提携先への供給額が増加いたしましたことなどにより、

売上高は前連結会計年度に比べ21億２千７百万円（3.6％）増加し618億２千１百万円となりました。その他の事業

では、情報サービス業で増収となりましたものの、物品販売業、建設請負業におきましては減収となり、売上高は

前連結会計年度に比べ９億４千４百万円（9.1％）減少し94億７千２百万円となりました。

売上原価につきましては、医薬品事業において製品個々の売上原価率には特段の変動は見られず、売上構成の変

動などにより売上原価率は0.1ポイント低下いたしました。その他の事業では売上原価率の高い建設請負業の売上構

成が低下したことなどにより3.0ポイント低下いたしました。この結果、売上総利益は前連結会計年度に比べ16億６

千９百万円（3.6％）増加し477億１千４百万円となりました。

販売費及び一般管理費におきましては、販売費が増加いたしました一方で、一般管理費と研究開発費が減少いた

しました。この結果、営業利益は前連結会計年度に比べ19億４千万円（23.3％）増加し、102億７千４百万円となり

ました。

営業外損益では、営業外収益の有価証券評価益の減少に加え、為替差損を計上いたしましたことなどにより前連

結会計年度に比べ10億２千５百万円の減少となりましたが、増収による増益要因などにより経常利益は前連結会計

年度に比べ７億６千８百万円（7.3％）増加し113億５千３百万円となりました。

特別損益では、主に医薬品事業において固定資産処分損が減少いたしましたが、減損損失を計上いたしましたこ

となどにより前連結会計年度に比べ損失が増加いたしました。

以上により、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ６億７千万円（6.4％）増加の111億３千６百万

円、親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度と比べ10億円（14.0％）増加の81億６千５百万円となりま

した。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より20億４千７百万円減少し、当連結会計年

度末では500億９千４百万円（前連結会計年度末比3.9％減）となりました。各キャッシュ・フローの分析につきま

しは、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は、総額19億４千２百万円であります。

セグメントごとの主な設備投資額について示すと、次のとおりであります。

（医薬品事業)

当事業においては、生産設備、研究機器の購入など、合わせて17億８千８百万円であります。

 

（その他の事業)

当事業においては、レンタル事業用のパソコン等の情報機器など、合わせて１億５千３百万円であります。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

      平成28年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(単位：百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社
（長野県松本市）

医薬品事業 統括業務施設 1,854
2,621

(47,340)
367 4,843 120

東京本社
（東京都中央区）

〃 〃 349
2,372
(312)

1 2,723 94

東京本社(小石川)
（東京都文京区）

〃 〃 436
1,186
(889)

4 1,627 120

松本工場
（長野県松本市）

〃 製造設備 1,697
松本本社に含めて
あります

953 2,650 73

塩尻工場
（長野県塩尻市）

〃 〃 1,076
767

(50,499)
629 2,473 47

中央研究所
（長野県安曇野市）

〃 研究設備 1,813
440

(41,546)
199 2,454 137

製剤研究所
（長野県安曇野市）

〃 〃 321
中央研究所に含め
てあります

114 435 34

第二研究所
（長野県安曇野市）

〃 〃 1,561
502

(43,985)
100 2,165 36

上越化学研究所
（新潟県上越市)

〃 〃 631
339

(33,000)
41 1,011 28

ヘルスケア事業センター
（長野県塩尻市）

〃 物流設備 432
1,080

(71,042)
6 1,519 65
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(2) 国内子会社

       平成28年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(単位：百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

キッセイ商事
株式会社

本社
（長野県松本市）

その他の事業 統括業務施設 270
253

(4,499)
51 575 39

キッセイコム
テック株式会社

本社
（長野県松本市）

〃 〃 531
532

(16,976)
85 1,149 141

東京事業所
（東京都豊島区)

〃 〃 － － 230 230 111

ハシバテクノス
株式会社

本社
（長野県松本市）

〃 〃 270
431

(5,650)
18 721 71

 

 

(3) 在外子会社

該当事項はありません。

 

(注) 帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、工具、器具及び備品、賃貸用資産並びにリース資

産であり、建設仮勘定は含んでおりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。

 

(3) 重要な設備の売却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 227,000,000

計 227,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成28年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成28年６月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 54,311,185 54,311,185
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は、
100株であります。

計 54,311,185 54,311,185 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年５月15日 △2,600,000 54,311,185 － 24,356 － 24,247
 

(注) 自己株式の消却による減少であります。
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(6) 【所有者別状況】

 平成28年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) － 48 35 189 220 2 3,395 3,889 －

所有株式数
(単元)

－ 186,465 3,450 144,900 76,125 6 131,630 542,576 53,585

所有株式数の
割合(％)

－ 34.37 0.64 26.71 14.03 0.00 24.26 100 －
 

(注) １．株主名簿上の自己株式5,383,634株は、「個人その他」に53,836単元、「単元未満株式の状況」に34株含め

て記載しております。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ１単元

及び10株含まれております。
　

(7) 【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住     所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

第一生命保険株式会社
(常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

3,200 5.89

有限会社カンザワ 長野県松本市大手三丁目２番17号 3,178 5.85

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,716 5.00

株式会社八十二銀行
(常任代理人 日本マスタートラスト
信託銀行株式会社)

長野県長野市大字中御所字岡田178番地８
(東京都港区浜松町二丁目11番３号)

2,443 4.50

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社)

東京都千代田区大手町一丁目５番５号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

2,443 4.50

神澤 陸雄 長野県松本市 1,535 2.83

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,270 2.34

キッセイグループ従業員持株会 長野県松本市芳野19番48号 1,269 2.34

鍋林株式会社 長野県松本市中央三丁目２番27号 1,222 2.25

株式会社長野銀行 長野県松本市渚二丁目９番38号 1,126 2.07

計 － 20,406 37.57
 

(注) １． 当社は自己株式5,383,634株（9.91％）を保有しておりますが、上記株主には記載しておりません。

２． 平成28年２月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シュロー

ダー・インベストメント・マネジメント株式会社及びその共同保有者２社が平成28年１月29日現在でそれ

ぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住     所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シュローダー・インベストメン
ト・マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 660 1.22

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・ノースアメ
リカ・リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・
ストリート 31

874 1.61

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッド

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・
ストリート 31

673 1.24
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 5,383,600
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,874,000
 

488,740 －

単元未満株式 普通株式 53,585
 

－ －

発行済株式総数 54,311,185 － －

総株主の議決権 － 488,740 －
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株が、「議決権の数」欄に

は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

また、「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式34株、及び同機構名義の株式10株が含まれておりま

す。
　

② 【自己株式等】

    平成28年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

キッセイ薬品工業株式会社 長野県松本市芳野19番48号 5,383,600 － 5,383,600 9.91

計 － 5,383,600 － 5,383,600 9.91
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 711 2,289,216

当期間における取得自己株式 184 471,100
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 2,600,000 5,403,837,400 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

－ － － －

その他
(単元未満株式の売渡請求による売渡)

34 70,652 － －

保有自己株式数 5,383,634 － 5,383,818 －
 

(注) １．当期間における処理自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡しによる株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、将来にわたる経営基盤の確保に留意しながら安定的な配当を継続することを基本とするとともに、資本効

率の向上に意を図りつつ収益に応じた適正な利益配分を行うことが重要であると認識しております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。これらの配当の決定機関

は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。また、当社は「取締役会の決議によっ

て、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。

当事業年度の利益配当につきましては、期末配当１株当たり22円とし、中間配当の１株当たり22円と合わせて年間

44円の配当を実施することを決定いたしました。

内部留保金につきましては、今後予想される行政、制度上の変革及びグローバル化の進展に対応しながら、「患者

さん」が求める医薬品の研究開発に積極的に投資してまいります。このことが将来の利益に貢献し、株主の皆様への

適正な利益配分に寄与するものと考えております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成27年11月２日
取締役会決議

1,076 22

平成28年６月29日
定時株主総会決議

1,076 22
 

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高(円) 1,703 1,995 2,800 3,845 3,975

最低(円) 1,424 1,252 1,773 2,150 2,470
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高(円) 3,155 3,245 3,195 3,055 3,130 2,773

最低(円) 2,685 3,020 2,888 2,624 2,470 2,485
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性 18名 女性 －名 (役員のうち女性の比率－％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役会長  神 澤 陸 雄 昭和24年10月13日生

昭和51年４月 当社入社

(注) 5 1,535

   57年６月 企画室長

   57年６月 当社取締役就任

   59年６月 当社常務取締役就任

   62年６月 当社専務取締役就任

平成４年６月 当社代表取締役社長就任

   26年６月 当社代表取締役会長就任(現)

代表取締役社長  両 角 正 樹 昭和30年８月２日生

昭和55年４月 当社入社

(注) 5 9

平成16年10月 医薬営業本部関越支店長

   18年10月 医薬営業統括本部大阪支店長

   20年６月 当社取締役就任

   20年６月 医薬営業統括本部副本部長兼医薬

マーケティング本部長

   22年６月 医薬営業本部長

   24年６月 当社常務取締役就任

   26年６月 当社代表取締役社長就任(現)

取締役副社長  佐 藤 公 衛 昭和27年２月14日生

昭和50年４月 当社入社

(注) 5 12

平成14年10月 経営企画本部財務管理部担当部長

   16年６月 経営企画本部財務管理部長

   18年６月 当社取締役就任

   22年６月 財務管理部長

   24年６月 当社常務取締役就任

   26年６月 当社専務取締役就任

   28年６月 当社取締役副社長就任(現)

常務取締役  伊佐治 正 幸 昭和29年９月21日生

昭和55年４月 当社入社

(注) 5 6

平成15年10月 研究本部創薬研究部長

   16年６月 研究本部研究企画部長

   19年４月 研究本部創薬研究部長

   20年６月 経営企画本部製品戦略部長

   22年６月 当社取締役就任

   22年６月 研究本部研究企画部長

   24年６月 当社常務取締役就任(現)

   24年６月 経営企画部長

   26年６月 研究本部長

常務取締役
医薬営業

本部長
福 島 敬 二 昭和31年１月13日生

昭和54年４月 当社入社

(注) 5 3

平成20年６月 医薬営業統括本部広島支店長

   22年６月 医薬営業本部広島支店長

   22年10月 医薬営業本部流通推進部長

   23年10月 医薬営業本部理事流通推進部長

   24年６月 当社取締役就任

   24年６月 医薬営業本部流通推進部長

   24年10月 医薬営業本部医薬推進部長兼流通

推進部長

   26年６月 当社常務取締役就任(現)

   26年６月 医薬営業本部長(現)

常務取締役 開発本部長 降 簱 喜 男 昭和37年１月12日生

昭和59年４月 当社入社

(注) 5 6

平成６年４月 研究開発本部開発企画部ロンドン

オフィス所長

   10年４月 国際事業本部国際開発部ロンドン

オフィス所長

   15年10月 事業開発部担当部長

   19年４月 事業開発部長

   20年６月 当社取締役就任

   22年６月 経営企画部長

   24年６月 開発本部長(現)

   28年６月 当社常務取締役就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常務取締役
経営企画

部長
竹 花 泰 雄 昭和35年10月７日生

昭和59年４月 当社入社

(注) 5 8

平成19年４月 研究本部研究企画部長

   20年６月 研究本部創薬研究部長

   22年６月 研究本部理事創薬研究部長

   24年６月 当社取締役就任

   24年６月 研究本部研究企画部長

   28年６月 当社常務取締役就任(現)

   28年６月 経営企画部長(現)

取締役

医薬営業

本部医薬

企画部長

宗     健 司 昭和29年11月18日生

昭和52年４月 当社入社

(注) 5 5

平成13年８月 医薬営業本部横浜支店長

   16年10月 医薬営業本部医薬企画部担当部長

   18年６月 医薬営業統括本部医薬マーケティ

ング本部医薬企画部長

   20年６月 法務部長

   21年10月 理事法務部長

   22年６月 医薬営業本部理事副本部長

   23年４月 医薬営業本部理事副本部長兼東京

支店長

   24年４月 医薬営業本部理事副本部長兼医薬

企画部長

   26年６月 当社取締役就任(現)

   26年６月 医薬営業本部医薬企画部長(現)

取締役 人事部長 高 山     哲 昭和36年９月18日生

昭和60年４月 当社入社

(注) 5 9
平成19年10月 人事部担当部長

   22年６月 人事部長(現)

   26年６月 当社取締役就任(現)

取締役 生産本部長 草 間     寛 昭和32年11月25日生

昭和58年４月 当社入社

(注) 5 3

平成17年10月 研究本部創薬研究部長

   19年４月 研究本部開発研究部長

   25年10月 理事信頼性保証本部長

   27年７月 理事生産本部長

   28年６月 当社取締役就任(現)

   28年６月 生産本部長(現)

取締役 総務部長 松 下 英 一 昭和33年９月９日生

昭和58年４月 当社入社

(注) 5 －

平成18年10月 医薬営業統括本部札幌支店長

   22年６月 医薬営業本部札幌支店長

   23年４月 医薬営業本部名古屋支店長

   26年６月 医薬営業本部理事東京支店長

   28年６月 当社取締役就任(現)

   28年６月 総務部長(現)

取締役 研究本部長 菊 池 伸 次 昭和36年５月30日生

昭和63年４月 当社入社

(注) 5 2

平成23年10月 創薬研究部創薬第一研究所長

   24年６月 研究本部創薬研究部長

   28年６月 当社取締役就任(現)

   28年６月 研究本部長(現)

取締役  清 水 重 孝 昭和24年６月30日生

昭和47年４月 株式会社八十二銀行入行

(注) 5 0

平成15年６月 同行執行役員営業企画部長

   19年６月 同行常務取締役

   21年６月 同行常務取締役松本営業部長

   23年６月 同行退任

   23年６月 八十二リース株式会社代表取締役

社長兼八十二オートリース株式会

社代表取締役社長

   25年６月 同社退任

   25年６月 八十二証券株式会社非常勤監査役

   26年６月 当社取締役就任(現)

   27年５月 八十二証券株式会社非常勤監査役

退任

   27年５月 株式会社マツヤ常勤監査役

   28年３月 同社退任

   28年６月 日穀製粉株式会社非常勤監査役

(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役  野 村     稔 昭和21年10月24日生

昭和44年３月 野村工業株式会社入社

(注) 5 －

平成元年７月 同社代表取締役社長

   元年12月 株式会社エスエヌ精機代表取締役

社長

   ７年11月 株式会社コスモ精工社外取締役

(現)

   10年８月 台湾野村股份有限公司董事長(現)

   16年２月 株式会社長野日報社社外取締役

(現)

   16年４月 株式会社世界最速試作センター社

外取締役(現)

   17年６月 野村工業株式会社と株式会社エス

エヌ精機が合併し、社名変更

野村ユニソン株式会社代表取締役

社長(現)

   20年８月 ドメーヌ・ドゥ・ラ・セネシャリ

エール社（フランス）代表取締役

社長(現)

   28年６月 当社取締役就任(現)

常勤監査役  米 窪 眞 人 昭和27年３月２日生

昭和45年４月 当社入社

(注) 4 6

平成16年６月 当社経営企画本部財務管理部財務

経理担当部長

   22年６月 財務管理部参与

   23年６月 常勤監査役就任(現)

監査役  金 井 英 敏 昭和30年３月30日生

昭和54年４月 当社入社

(注) 6 2

平成14年10月 医薬営業本部札幌支店長

   18年10月 医薬営業統括本部医薬営業本部医

薬推進第三部長

   20年６月 医薬営業統括本部医薬マーケティ

ング本部医薬企画部長

   23年10月 医薬営業本部理事医薬企画部長

   24年４月 医薬営業本部理事東京支店長

   26年６月 当社取締役就任

   26年６月 医薬営業本部医薬推進部長

   28年６月 当社監査役就任(現)

監査役  上 野 紘 志 昭和15年９月11日生

昭和44年９月 公認会計士登録

(注) 6 2

   49年９月 税理士登録

   57年10月 監査法人中央会計事務所代表社員

平成12年５月 中央青山監査法人理事長

   20年１月 税理士法人上野会計事務所理事長

   20年６月 当社監査役就任(現)

   27年12月 税理士法人上野会計事務所(現)

監査役  中 川 寛 道 昭和24年６月13日生

昭和51年４月 弁護士登録

(注) 4 1   62年４月 中川寛道法律事務所所長(現)

平成23年６月 当社監査役就任(現)

計 1,615
 

(注) １．取締役清水重孝及び野村稔は社外取締役であります。

２．監査役上野紘志及び中川寛道は社外監査役であります。

３．法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠の監査役１名

を選任しております。補欠の監査役の略歴は次のとおりであります。

(氏名)  (生年月日)  (略歴)  (所有株式数)

久保田 明雄  昭和41年２月18日生  平成10年４月 弁護士登録  －

    平成10年４月 宮澤法律事務所入所   
    平成13年４月 久保田法律事務所入所(現)   
 

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

６．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

イ. 企業統治の体制の概要

当社は、企業価値を高め、存在意義・存在価値のある企業として持続的に成長するために、コーポレート・

ガバナンスを充実・強化することを重要な経営課題の一つに位置付けております。

当社における取締役会は、経営の基本方針や経営上の重要な事項について意思決定する機関であるととも

に、業務の執行状況を監督する機関であると位置付け、常に活発な議論を尽くし、意思決定の迅速化と経営の

透明性の向上に努めております。

取締役会から委ねられた業務の執行に当たっては、経営体制をより強固なものとするとともに、機動力を高

め経営力の一層の強化を図ることを目的に、代表取締役会長が最高経営責任者（CEO）として経営全般を統括す

る一方、代表取締役社長が最高執行責任者（COO）として事業全般の執行責任を担う体制としております。ま

た、常務取締役以上の取締役をもって構成される常務会においては、CEOがこれを招集し、あらかじめ規定され

た討議事項について審議・決定しておりますほか、COOの意思決定並びに取締役会に提案・報告する経営課題に

ついての検討を補佐する目的で、COOの諮問機関として業務執行会議を設置しております。

取締役会の審議の独立性、客観性及びプロセスの透明性の確保を目的に、取締役会の諮問機関として、取締

役及び監査役候補者の指名並びに取締役の報酬等について審議する指名・報酬審議委員会を設置しておりま

す。

当社は監査役制度を採用しております。監査役は社外監査役２名を含む４名であります。監査役の業務分担

は監査計画書にて定められ、監査の方針とともに、監査役会より期首の取締役会にて報告されます。

ロ. 会社の機関・内部統制の模式図

当社のコーポレート・ガバナンス体制

　

 

ハ. 企業統治の体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しておりますが、監査役の機能と併せ、社外取締役の登用により取締役会の機能を

一層強化し、経営の監視機能の更なる充実を図ることが合理的と判断し、現在の体制を採用しております。

当社の監査役は社外監査役２名を含む４名であり、取締役会に出席し積極的に意見を述べているほか、社外

監査役１名は公認会計士、１名は弁護士であり、専門的な見地に立った監査を行っております。また、社外取

締役２名及び社外監査役２名は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。
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ニ. 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、「純良医薬品を通じて社会に貢献する／会社構成員を通じて社会に奉仕する」を経営理念として、

当社の企業活動の基本を定めた「キッセイ薬品行動憲章」を制定し、医療用医薬品を研究・開発・製造・販売

する生命関連企業として常に高い倫理観に立ち活動することを、経営の根幹としております。更に、全ての法

令、規則及びその精神を遵守するために、取締役会の諮問機関としてコンプライアンス委員会を設置するとと

もに、「コンプライアンス・プログラム」を展開し、実践指針であるコンプライアンス・プログラムマニュア

ルの作成・改定及び継続的な教育・研修などを実施しております。また、平成18年５月に「キッセイ薬品内部

統制基本方針」を制定し全社員に周知徹底するとともに、当基本方針に沿って、各種規定を整備しております

ほか、取締役会の諮問機関としてリスク管理委員会を設置し、リスク管理体制の整備等を推進しております。

 

② 内部監査及び監査役監査の状況

内部監査に関しては、COO直轄の監査室が人員４名で監査規程に則り、年度毎に作成する監査計画に基づき社内

諸制度及び各部門の業務活動等の適正性に対する内部監査を実施しております。

監査役と監査室とは、期首に監査体制、監査計画に関する会議を行うほか、毎月、監査実施状況等について意

見交換を行っております。

監査役監査の状況につきましては、「ハ. 企業統治の体制を採用する理由」に記載のとおりであります。な

お、常勤監査役米窪眞人は、当社の財務管理に係る業務を経験しており財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。また、監査役上野紘志は公認会計士の資格を、監査役中川寛道は弁護士の資格を有しておりま

す。

更に、会計監査人による定期的な会計監査が行われ、取締役、財務責任者、監査役との意見交換が行われてお

り、会社のコーポレート・ガバナンス体制の維持・強化に役立てておりますほか、監査室、監査役及び会計監査

人は、三様監査連絡会を定期的に開催し、情報交換を行うなどの連携を図っております。

以上の内部監査、監査役監査、会計監査に当たっては、内部統制部門との適正な連携のもと、一連の監査業務

が実施されております。

 

③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役清水重孝は金融機関での豊富な知識と会社経営者としての経験と高い知見を有していることから、

社外取締役野村稔氏は会社経営者としての豊富な経験と高い知見を有していることから、それぞれ適任であると

判断いたしました。なお、当社と両名との間には特別の利害関係はありません。

社外監査役上野紘志は公認会計士並びに中川寛道は弁護士であり、専門的な見地に立った監査を行っておりま

す。なお、当社と両名との間には特別の利害関係はありません。

当社は、社外取締役及び社外監査役に客観的・中立的な外部の目による経営参画を期待しており、このことに

より透明性の高い経営が行われるものと認識しております。社外取締役及び社外監査役の選任に当たっては、会

社が期待する当該機能を十分発揮しうる専門的な人材を選任できるよう努めております。

社外取締役は、必要に応じて内部統制部門の状況を把握し、取締役会における活動等を通じて、客観的・中立

的な観点から発言できる体制を整えております。社外監査役は、監査役会に出席し情報を共有化するとともに、

取締役会に出席し積極的に意見を述べております。

当社は会社法第427条第１項の規定により、社外取締役２名、社外監査役２名との間で、それぞれ会社法第423

条第１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には賠償責任を限定する契約（責任限定契約）

を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額として

おります。

なお、当社が定める社外役員（社外取締役及び社外監査役）を選任するための独立性に関する基準は、以下の

とおりであります。

＜社外役員を選任するための独立性に関する基準＞

当社においては、以下のいずれの事項にも該当しない場合、社外役員に独立性があると判断しております。

イ．当社グループの現在及び過去における業務執行者（注１）

ロ．以下に該当する法人その他団体の現在及び過去10年間における業務執行者

１．当社グループを主要な取引先（注２）とする法人その他団体、又は、当社グループの主要な取引先で

ある法人その他団体
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２．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注３）を得ているコンサルタント、公認

会計士等の会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人その他団体である場合は、その

団体に所属する者をいう。）

３．現在及び過去３事業年度において、当社グループの会計監査人である監査法人

４．当社グループから多額の金銭その他の財産による寄付を受けている者又は寄付を受けている法人その

他団体

５．当社の現在の主要株主（注４）である法人その他団体、又は、当社が現在主要株主となっている会社

６．当社グループとの間で社外役員の相互就任の関係にある上場会社

ハ．上記に掲げる業務執行者の二親等内の親族

 

（注）１．「業務執行者」とは、株式会社の業務執行取締役、執行役その他の法人等の業務を執行する役員、業

務を執行する社員、法人が業務を執行する社員である場合における当該業務を執行する社員の職務を

行うべき者（会社法第598条）その他これに相当する者、使用人をいう（会社法施行規則第２条第３項

第６号）。

２．「主要な取引先」とは、当社グループとの間の製品や役務の対価としての取引金額が、過去３事業年

度のうちいずれかの事業年度において、連結売上高の２％を超えていることをいう。また、当社グ

ループの資金調達において、過去３事業年度のうちいずれかの事業年度末において、当社連結総資産

の10％を超える借入先をいう。

３．「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が、過去３事業年度のうちいずれかの事業年度に

おいて、個人の場合は1,000万円以上、法人その他団体である場合はその総収入額に占める当社グルー

プからの支払額が２％を超えていることをいう。

４．「主要株主」とは、自己又は他人の名義をもって総株主等の議決権の10％以上の議決権を有している

株主をいう（金融商品取引法第163条第１項）。

 

④ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数は以下のとおりであ

ります。

新日本有限責任監査法人

氏名等 継続監査年数

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 中   崇 ２ 年

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 本 博 之 １ 年
 

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名、その他の監査従事者７名であります。

　

⑤ 役員報酬等

イ. 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

363 341 － 21 － 13

監査役
(社外監査役を除く。)

28 26 － 2 － 2

社外役員 20 19 － 1 － 3
 

　

ロ. 報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため記載しておりません。

　

ハ. 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

役員の報酬等は、基本報酬と賞与で構成しております。

基本報酬は、各役位別に設定した基本報酬額に、各役員の経験等を加味した額をもって設定しております。

賞与は、当期の業績等を勘案した上で、各役位別に支給額を設定しております。
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⑥ 株式の保有状況

イ. 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

44銘柄 54,815百万円

　

ロ. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

特定投資株式

銘   柄 株式数(株)
貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

JCRファーマ株式会社 3,800,000 9,549 取引・業務提携関係の開拓・強化

小野薬品工業株式会社 572,000 7,767 取引・業務提携関係の開拓・強化

中外製薬株式会社 1,439,000 5,446 取引・業務提携関係の開拓・強化

塩野義製薬株式会社 1,077,000 4,313 取引・業務提携関係の開拓・強化

エーザイ株式会社 294,500 2,513 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社八十二銀行 2,854,000 2,420 取引・業務提携関係の開拓・強化

キョーリン製薬ホールディングス株式会社 690,000 1,983 取引・業務提携関係の開拓・強化

ゼリア新薬工業株式会社 867,900 1,745 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社スズケン 419,600 1,691 取引・業務提携関係の開拓・強化

アルテオジェン・インク 338,832 1,441 取引・業務提携関係の開拓・強化

わかもと製薬株式会社 3,778,000 1,171 取引・業務提携関係の開拓・強化

ホクト株式会社 499,700 1,117 取引・業務提携関係の開拓・強化

第一三共株式会社 578,000 1,102 取引・業務提携関係の開拓・強化

興銀リース株式会社 400,000 994 取引・業務提携関係の開拓・強化

東邦ホールディングス株式会社 356,581 723 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社メディパル ホールディングス 365,057 571 取引・業務提携関係の開拓・強化

アルフレッサ ホールディングス株式会社 242,800 411 取引・業務提携関係の開拓・強化

メディシノバ・インク 800,000 344 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社T&Dホールディングス 200,000 330 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社長野銀行 1,663,000 327 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社ほくやく・竹山ホールディングス 292,000 197 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社みずほフィナンシャルグループ 929,600 196 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社バイタルケーエスケー・ホールディングス 160,777 147 取引・業務提携関係の開拓・強化

朝日印刷株式会社 55,100 121 取引・業務提携関係の開拓・強化

タカノ株式会社 156,700 98 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社大気社 4,000 11 取引・業務提携関係の開拓・強化

藤森工業株式会社 1,000 3 取引・業務提携関係の開拓・強化

サンリン株式会社 2,000 1 取引・業務提携関係の開拓・強化
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当事業年度

特定投資株式

銘   柄 株式数(株)
貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

小野薬品工業株式会社 572,000 13,627 取引・業務提携関係の開拓・強化

JCRファーマ株式会社 3,800,000 9,735 取引・業務提携関係の開拓・強化

塩野義製薬株式会社 1,077,000 5,704 取引・業務提携関係の開拓・強化

中外製薬株式会社 1,439,000 5,014 取引・業務提携関係の開拓・強化

エーザイ株式会社 294,500 1,993 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社スズケン 461,560 1,765 取引・業務提携関係の開拓・強化

キョーリン製薬ホールディングス株式会社 690,000 1,479 取引・業務提携関係の開拓・強化

第一三共株式会社 578,000 1,446 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社八十二銀行 2,854,000 1,384 取引・業務提携関係の開拓・強化

ゼリア新薬工業株式会社 867,900 1,268 取引・業務提携関係の開拓・強化

アルテオジェン・インク 338,832 1,239 取引・業務提携関係の開拓・強化

ホクト株式会社 499,700 1,112 取引・業務提携関係の開拓・強化

わかもと製薬株式会社 3,778,000 978 取引・業務提携関係の開拓・強化

東邦ホールディングス株式会社 356,581 858 取引・業務提携関係の開拓・強化

興銀リース株式会社 400,000 799 取引・業務提携関係の開拓・強化

メディシノバ・インク 800,000 779 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社メディパル ホールディングス 365,916 652 取引・業務提携関係の開拓・強化

日本新薬株式会社 122,000 536 取引・業務提携関係の開拓・強化

アルフレッサ ホールディングス株式会社 242,800 524 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社長野銀行 1,663,000 310 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社T&Dホールディングス 200,000 209 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社ほくやく・竹山ホールディングス 292,000 189 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社CAC Holdings 201,200 165 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社みずほフィナンシャルグループ 929,600 156 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社バイタルケーエスケー・ホールディングス 160,777 142 取引・業務提携関係の開拓・強化

朝日印刷株式会社 55,100 120 取引・業務提携関係の開拓・強化

タカノ株式会社 156,700 96 取引・業務提携関係の開拓・強化

株式会社大気社 4,000 10 取引・業務提携関係の開拓・強化

藤森工業株式会社 1,000 2 取引・業務提携関係の開拓・強化

サンリン株式会社 2,000 1 取引・業務提携関係の開拓・強化
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ハ. 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

 

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 653 653 22 － (注)

上記以外の株式 887 785 22 － 288
 

(注) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価損

益の合計額」は記載しておりません。
　

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は14名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

 

⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

イ. 自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的として、会社法第165条

第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款

に定めております。

 

ロ. 中間配当

当社は、株主への利益還元の機会を充実させるため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

として、会社法第309条第２項による株主総会の特別決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 53 0 53 －

連結子会社 － － － －

計 53 0 53 －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度)

当社は、新日本有限責任監査法人に対し、合意された手続に基づく確認業務の対価を支払っております。

 

（当連結会計年度)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、当社及び監査法人との間で必要とされる年間監査計画、往査日

数を検討の上、報酬額を協議の上決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、新日本

有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財

務会計基準機構への加入や会計基準設定主体等の行う研修への参加により、会計基準等の内容を適切に把握し、また

会計基準等の変更について的確に対応することが出来る体制を整備しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 27,241 25,666

  受取手形及び売掛金 23,675 24,966

  有価証券 25,132 24,476

  商品及び製品 6,027 5,980

  仕掛品 480 1,422

  原材料及び貯蔵品 8,139 9,973

  繰延税金資産 2,018 2,038

  その他 4,648 5,528

  貸倒引当金 △1 △1

  流動資産合計 97,361 100,051

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※２  37,695 ※２  37,830

    減価償却累計額 △26,368 △26,780

    建物及び構築物（純額） 11,327 11,050

   土地 ※２  13,055 ※２  12,984

   建設仮勘定 50 －

   その他 14,413 14,695

    減価償却累計額 △11,994 △11,971

    その他（純額） 2,419 2,724

   有形固定資産合計 26,852 26,758

  無形固定資産   

   ソフトウエア 743 774

   その他 41 38

   無形固定資産合計 785 813

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  54,382 ※１  62,300

   長期貸付金 134 115

   長期前払費用 490 1,690

   繰延税金資産 431 553

   その他 ※１  1,098 ※１  1,116

   貸倒引当金 △52 △53

   投資その他の資産合計 56,484 65,722

  固定資産合計 84,122 93,294

 資産合計 181,484 193,345
 

 

EDINET提出書類

キッセイ薬品工業株式会社(E00962)

有価証券報告書

35/81



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,045 5,829

  短期借入金 1,815 1,815

  未払法人税等 1,372 1,668

  賞与引当金 2,144 2,185

  役員賞与引当金 25 25

  返品調整引当金 15 12

  売上割戻引当金 337 376

  販売費引当金 174 194

  その他 7,006 7,499

  流動負債合計 18,934 19,608

 固定負債   

  長期借入金 1,463 1,488

  繰延税金負債 7,338 7,395

  役員退職慰労引当金 113 126

  退職給付に係る負債 2,279 6,013

  資産除去債務 108 110

  その他 525 477

  固定負債合計 11,829 15,612

 負債合計 30,764 35,220

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 24,356 24,356

  資本剰余金 24,254 24,247

  利益剰余金 95,565 96,230

  自己株式 △16,591 △11,189

  株主資本合計 127,585 133,644

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 21,517 25,945

  退職給付に係る調整累計額 1,337 △1,730

  その他の包括利益累計額合計 22,855 24,214

 非支配株主持分 279 265

 純資産合計 150,720 158,125

負債純資産合計 181,484 193,345
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 70,110 71,294

売上原価 24,063 23,582

売上総利益 46,047 47,711

返品調整引当金戻入額 13 15

返品調整引当金繰入額 15 12

差引売上総利益 46,045 47,714

販売費及び一般管理費 ※１,※２  37,710 ※１,※２  37,439

営業利益 8,334 10,274

営業外収益   

 受取利息 83 71

 受取配当金 809 919

 有価証券評価益 729 132

 投資事業組合運用益 58 －

 為替差益 485 －

 その他 127 71

 営業外収益合計 2,292 1,194

営業外費用   

 支払利息 33 31

 投資事業組合運用損 － 39

 為替差損 － 40

 その他 8 3

 営業外費用合計 42 115

経常利益 10,584 11,353

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  11 ※３  1

 投資有価証券売却益 7 0

 特別利益合計 18 1

特別損失   

 固定資産売却損 0 －

 固定資産処分損 ※４  114 ※４  27

 減損損失 － 108

 関係会社株式評価損 － 60

 関係会社出資金評価損 22 22

 特別損失合計 137 217

税金等調整前当期純利益 10,466 11,136

法人税、住民税及び事業税 3,407 2,969

法人税等調整額 △130 △28

法人税等合計 3,277 2,940

当期純利益 7,188 8,195

非支配株主に帰属する当期純利益 23 30

親会社株主に帰属する当期純利益 7,165 8,165
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 7,188 8,195

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 8,793 4,427

 退職給付に係る調整額 2,345 △3,112

 その他の包括利益合計 ※１  11,139 ※１  1,315

包括利益 18,327 9,510

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 18,275 9,524

 非支配株主に係る包括利益 52 △13
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 24,356 24,254 90,918 △8,684 130,844

会計方針の変更による累

積的影響額
  △407  △407

会計方針の変更を反映した

当期首残高
24,356 24,254 90,510 △8,684 130,436

当期変動額      

剰余金の配当   △2,110  △2,110

親会社株主に帰属する当

期純利益
  7,165  7,165

自己株式の取得    △7,906 △7,906

自己株式の処分  0  0 0

自己株式の消却     －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － 0 5,055 △7,906 △2,851

当期末残高 24,356 24,254 95,565 △16,591 127,585
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 12,724 △978 11,745 231 142,821

会計方針の変更による累

積的影響額
   △4 △411

会計方針の変更を反映した

当期首残高
12,724 △978 11,745 226 142,409

当期変動額      

剰余金の配当     △2,110

親会社株主に帰属する当

期純利益
    7,165

自己株式の取得     △7,906

自己株式の処分     0

自己株式の消却     －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
8,793 2,315 11,109 52 11,162

当期変動額合計 8,793 2,315 11,109 52 8,310

当期末残高 21,517 1,337 22,855 279 150,720
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 24,356 24,254 95,565 △16,591 127,585

会計方針の変更による累

積的影響額
    －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
24,356 24,254 95,565 △16,591 127,585

当期変動額      

剰余金の配当   △2,103  △2,103

親会社株主に帰属する当

期純利益
  8,165  8,165

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  0  0 0

自己株式の消却  △7 △5,396 5,403 －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － △7 664 5,401 6,059

当期末残高 24,356 24,247 96,230 △11,189 133,644
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 21,517 1,337 22,855 279 150,720

会計方針の変更による累

積的影響額
    －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
21,517 1,337 22,855 279 150,720

当期変動額      

剰余金の配当     △2,103

親会社株主に帰属する当

期純利益
    8,165

自己株式の取得     △2

自己株式の処分     0

自己株式の消却     －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
4,427 △3,068 1,359 △13 1,345

当期変動額合計 4,427 △3,068 1,359 △13 7,404

当期末残高 25,945 △1,730 24,214 265 158,125
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 10,466 11,136

 減価償却費 2,203 2,343

 減損損失 － 108

 引当金の増減額（△は減少） △502 112

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △625 △789

 受取利息及び受取配当金 △892 △990

 支払利息 33 31

 為替差損益（△は益） △460 △20

 有価証券評価損益（△は益） △729 △132

 固定資産売却損益（△は益） △10 △1

 固定資産処分損 114 27

 投資有価証券売却損益（△は益） △7 △0

 関係会社株式評価損 － 60

 関係会社出資金評価損 22 22

 売上債権の増減額（△は増加） 35 △1,290

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,832 △2,730

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △213 △733

 仕入債務の増減額（△は減少） 655 △215

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 3,162 872

 その他の固定負債の増減額（△は減少） △83 △0

 その他 △17 49

 小計 11,319 7,860

 利息及び配当金の受取額 833 922

 利息の支払額 △33 △31

 法人税等の支払額 △5,451 △2,988

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,667 5,763

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △74 △83

 定期預金の払戻による収入 75 84

 特定金銭信託の払戻による収入 47 49

 有価証券の売却及び償還による収入 － 100

 有形固定資産の取得による支出 △1,974 △1,978

 有形固定資産の売却による収入 39 1

 無形固定資産の取得による支出 △391 △303

 投資有価証券の取得による支出 △2,029 △2,690

 投資有価証券の売却及び償還による収入 1,113 538

 貸付けによる支出 △113 △93

 貸付金の回収による収入 120 113

 長期前払費用の取得による支出 △6 △1,357

 その他 24 △65

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,168 △5,685
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 － 100

 短期借入金の返済による支出 △30 △100

 長期借入れによる収入 200 110

 長期借入金の返済による支出 △171 △85

 リース債務の返済による支出 △63 △64

 配当金の支払額 △2,110 △2,103

 自己株式の取得による支出 △7,906 △2

 自己株式の売却による収入 0 0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △10,081 △2,146

現金及び現金同等物に係る換算差額 460 20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,122 △2,047

現金及び現金同等物の期首残高 58,265 52,142

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  52,142 ※１  50,094
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数 3社 キッセイ商事㈱、キッセイコムテック㈱、ハシバテクノス㈱

(2) 非連結子会社 3社 KISSEI AMERICA,INC.、三井観光㈱、普拉内特計算機技術有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ．満期保有目的の債券

償却原価法

ｂ．その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② 特定金銭信託

時価法

③ たな卸資産

商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

主として総平均法（月別）による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年
 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法に

よっております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

均等償却

EDINET提出書類

キッセイ薬品工業株式会社(E00962)

有価証券報告書

43/81



 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

④ 返品調整引当金

販売済製商品の返品による損失に備えて、返品実績率により算出した金額を計上しております。

⑤ 売上割戻引当金

連結会計年度末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えて、当連結会計年度中の割戻実績率により算出し

た金額を計上しております。

⑥ 販売費引当金

連結会計年度末の卸店在庫に対して将来発生する販売促進に要する諸費用の支出に備えて、当連結会計年度中

の経費実績率により算出した金額を計上しております。

⑦ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当連結会計年度末支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の工事

工事完成基準

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年

９月13日）等を、当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組

替えを行っております。

 

(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

投資有価証券(株式) 640百万円 580百万円

その他(出資金) 25 63 
 

 

※２ 国庫補助金等の交付により、取得した建物、土地の取得価額から控除した圧縮記帳額

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

建物 798百万円 798百万円

土地 113 113 
 

 

(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

販売費引当金繰入額 174百万円 194百万円

給料手当・賞与 8,144 8,289 

賞与引当金繰入額 1,363 1,375 

役員賞与引当金繰入額 25 25 

役員退職慰労引当金繰入額 15 13 

退職給付費用 328 198 

減価償却費 631 611 

研究開発費 14,488 14,106 
 

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

 14,488百万円 14,106百万円
 

 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

有形固定資産その他 11百万円 1百万円
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※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

建物及び構築物 95百万円 22百万円

有形固定資産その他 19 4 

計 114 27 
 

 

(連結包括利益計算書関係)

 
※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金：     

 当期発生額 11,965百万円 5,819百万円

  組替調整額 △7 △0 

    税効果調整前 11,957 5,819 

    税効果額 △3,164 △1,392 

   その他有価証券評価差額金 8,793 4,427 

退職給付に係る調整額：     

当期発生額 3,453 △4,271 

組替調整額 75 △252 

税効果調整前 3,528 △4,524 

税効果額 △1,183 1,411 

退職給付に係る調整額 2,345 △3,112 

その他の包括利益合計 11,139 1,315 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度期首

株式数
(千株)

当連結会計年度
増加株式数
(千株)

当連結会計年度
減少株式数
(千株)

当連結会計年度末
株式数
(千株)

発行済株式     

普通株式 56,911 － － 56,911

合計 56,911 － － 56,911

自己株式     

普通株式   (注) 5,440 2,542 0 7,982

合計 5,440 2,542 0 7,982
 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加2,542千株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得2,541千株及び単元

未満株式の買取り０千株によるものであり、減少０千株は単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,029 20 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月４日
取締役会

普通株式 1,080 21 平成26年９月30日 平成26年12月５日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,027 利益剰余金 21 平成27年３月31日 平成27年６月29日
 

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度期首

株式数
(千株)

当連結会計年度
増加株式数
(千株)

当連結会計年度
減少株式数
(千株)

当連結会計年度末
株式数
(千株)

発行済株式     

普通株式 (注)１ 56,911 － 2,600 54,311

合計 56,911 － 2,600 54,311

自己株式     

普通株式 (注)２ 7,982 0 2,600 5,383

合計 7,982 0 2,600 5,383
 

(注) １．普通株式の発行済株式数の減少2,600千株は取締役会の決議に基づく自己株式の消却によるものでありま

す。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は単元未満株式の買取りによるものであり、減少2,600千株は取

締役会の決議に基づく自己株式の消却2,600千株及び単元未満株式の売渡し０千株によるものであります。
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２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,027 21 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月２日
取締役会

普通株式 1,076 22 平成27年９月30日 平成27年12月７日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,076 利益剰余金 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日
 

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物期末残高と連結財務諸表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 27,241百万円 25,666百万円

有価証券勘定 25,132 24,476 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △49 △47 

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △182 － 

現金及び現金同等物 52,142 50,094 
 

 

(リース取引関係)

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主として、「その他」（生産設備等）であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入による方

針です。デリバティブは、現実の為替取引をヘッジする取引以外は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当グルー

プの与信管理に関する規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を

把握する体制としています。有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務

上の関係を有する企業の株式等であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

 

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1) 現金及び預金 27,241 27,241 －

(2) 受取手形及び売掛金 23,675 23,675 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 77,636 77,636 －

資産計 128,554 128,554 －

(4) デリバティブ取引 － － －
 

　

当連結会計年度(平成28年３月31日)

　

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1) 現金及び預金 25,666 25,666 －

(2) 受取手形及び売掛金 24,966 24,966 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 85,033 85,033 －

資産計 135,666 135,666 －

(4) デリバティブ取引 － － －
 

 
(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格

によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を

ご参照下さい。

(4) デリバティブ取引

該当するものはありません。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
  (単位：百万円)

区分
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

非上場株式 1,023 1,023

投資事業有限責任組合 213 139

関係会社株式 640 580
 

これらについては市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　

前連結会計年度(平成27年３月31日)
 

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 27,241 － － －

受取手形及び売掛金 23,675 － － －

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券のうち満期があるもの     

 (1) 債券     

     国債・地方債等 － － － －

     社債 100 － 100 －

     その他 － － － －

 (2) その他 24,998 760 791 －

合計 76,016 760 891 －
 

　

当連結会計年度(平成28年３月31日)
 

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 25,666 － － －

受取手形及び売掛金 24,957 9 － －

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券のうち満期があるもの     

 (1) 債券     

     国債・地方債等 － － － －

     社債 － － 100 －

     その他 － － － －

 (2) その他 24,477 838 1,356 417

合計 75,101 847 1,456 417
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(有価証券関係)

１．売買目的有価証券

 
  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 729 132
 

 

２．その他有価証券

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 48,477 17,570 30,906

債券    

 国債・地方債等 － － －

 社債 201 199 1

 その他 － － －

その他 2,883 2,490 392

小計 51,562 20,261 31,300

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 118 121 △2

債券    

 国債・地方債等 － － －

 社債 － － －

 その他 － － －

その他 25,956 25,962 △6

小計 26,074 26,083 △9

合計 77,636 46,344 31,291
 

(注) 非上場株式等（連結貸借対照表計上額 1,877百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度(平成28年３月31日)

 

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 53,526 16,304 37,221

債券    

 国債・地方債等 － － －

 社債 100 100 0

 その他 － － －

その他 3,945 3,677 267

小計 57,572 20,081 37,490

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 1,721 2,094 △373

債券    

 国債・地方債等 － － －

 社債 － － －

 その他 － － －

その他 25,740 25,766 △25

小計 27,461 27,860 △399

合計 85,033 47,942 37,090
 

(注) 非上場株式等（連結貸借対照表計上額 1,743百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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３．売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 28 7 －

債券    

 国債・地方債等 － － －

 社債 － － －

 その他 － － －

その他 － － －

合計 28 7 －
 

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 0 0 －

債券    

 国債・地方債等 － － －

 社債 － － －

 その他 － － －

その他 － － －

合計 0 0 －
 

 

(デリバティブ取引関係)

当グループは、現実の為替取引をヘッジするデリバティブ取引以外は行わない方針をとっております。なお、当

連結会計年度においてデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付企業年金制度にキャッシュ・バランス・プランを導入しております。また、従業

員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場

合があります。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

退職給付債務の期首残高 18,347百万円 16,522百万円

会計方針の変更による累積的影響額 637 － 

会計方針の変更を反映した期首残高 18,984 16,522 

勤務費用 752 741 

利息費用 183 173 

数理計算上の差異の発生額 △234 3,700 

過去勤務費用の発生額(注) △2,551 － 

退職給付の支払額 △612 △486 

退職給付債務の期末残高 16,522 20,652 
 

(注) キャッシュ・バランス・プラン制度における再評価率等に係る経過措置の終了によるものであります。

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

年金資産の期首残高 12,550百万円 14,243百万円

期待運用収益 313 356 

数理計算上の差異の発生額 922 △570 

事業主からの拠出額 988 1,013 

退職給付の支払額 △531 △403 

年金資産の期末残高 14,243 14,638 
 

 
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 16,522百万円 20,652百万円

年金資産 △14,243 △14,638 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,279 6,013 

     

退職給付に係る負債 2,279 6,013 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,279 6,013 
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

勤務費用 752百万円 741百万円

利息費用 183 173 

期待運用収益 △313 △356 

数理計算上の差異の費用処理額 351 267 

過去勤務費用の費用処理額 △530 △520 

その他 48 10 

確定給付制度に係る退職給付費用 491 316 
 

　

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

過去勤務費用 2,020百万円 △520百万円

数理計算上の差異 1,508 △4,003 

合計 3,528 △4,524 
 

　

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

未認識過去勤務費用 △2,561百万円 △2,041百万円

未認識数理計算上の差異 574 4,578 

合計 △1,987 2,537 
 

　

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

債券 19％ 21％

株式 31 26 

一般勘定 49 52 

その他 1 1 

合計 100 100 
 

　

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（割引率は加重平均で表わしております。）

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

割引率 1.5％ 0.4％

長期期待運用収益率 2.5％ 2.5％
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

繰延税金資産      

 前払研究費等 2,089百万円  2,490百万円

 退職給付に係る負債 738  1,838 

 賞与引当金 705  670 

 有価証券評価損 636  624 

 棚卸資産 460  408 

 減損損失 178  192 

 未払事業税 148  178 

 役員退職慰労金 154  150 

 売上割戻引当金 110  115 

 その他 890  870 

繰延税金資産小計 6,111  7,540 

評価性引当額 △1,168  △1,159 

繰延税金資産合計 4,942  6,381 

繰延税金負債      

 その他有価証券評価差額金 △9,815  △11,171 

 その他 △15  △14 

繰延税金負債合計 △9,830  △11,185 

繰延税金負債の純額 △4,888  △4,803 
 

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 2,018百万円  2,038百万円

固定資産－繰延税金資産 431  553 

固定負債－繰延税金負債 △7,338  △7,395 
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.4％  32.9％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3  0.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3  △0.5 

試験研究費等税額控除 △9.8  △9.9 

住民税均等割 0.8  0.7 

評価性引当額 △0.1  0.6 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 4.5  2.3 

その他 0.5  △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.3  26.4 
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消

されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.1％から、回収又は支払が見込まれる期間が平

成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.7％、平成30年４月１日以降のものについては30.5％にそれぞ

れ変更されております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が292百万円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が253百万円、その他有価証券評価差額金が586百万円、退職給付に係る調整累計額が△40百万

円それぞれ増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、医薬品事業を中心に事業活動を展開しており、「医薬品」を報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他（注）１ 合計

医薬品 計

売上高     

 外部顧客への売上高 59,694 59,694 10,416 70,110

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

－ － 5,460 5,460

計 59,694 59,694 15,876 75,570

セグメント利益 7,625 7,625 722 8,348

セグメント資産 173,576 173,576 10,076 183,652

その他の項目     

 減価償却費（注）２ 2,009 2,009 327 2,336

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額（注）２

2,126 2,126 341 2,468
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報サービス業、物品販売業及び

建設請負業を含んでおります。

２．減価償却費には長期前払費用の償却額が、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用の増加

額がそれぞれ含まれております。
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他（注）１ 合計

医薬品 計

売上高     

 外部顧客への売上高 61,821 61,821 9,472 71,294

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

－ － 5,494 5,494

計 61,821 61,821 14,967 76,789

セグメント利益 9,609 9,609 668 10,278

セグメント資産 184,209 184,209 11,144 195,354

その他の項目     

 減価償却費（注）２ 2,142 2,142 340 2,482

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額（注）２

3,478 3,478 306 3,784
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報サービス業、物品販売業及び

建設請負業を含んでおります。

２．減価償却費には長期前払費用の償却額が、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用の増加

額がそれぞれ含まれております。

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 59,694 61,821

「その他」の区分の売上高 15,876 14,967

セグメント間取引消去 △5,460 △5,494

連結財務諸表の売上高 70,110 71,294
 

　

  (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 7,625 9,609

「その他」の区分の利益 722 668

セグメント間取引消去 62 36

固定資産の調整額 △57 △25

その他の調整額 △18 △15

連結財務諸表の営業利益 8,334 10,274
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  (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 173,576 184,209

「その他」の区分の資産 10,076 11,144

セグメント間取引消去 △2,167 △2,008

連結財務諸表の資産合計 181,484 193,345
 

 

       (単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 2,009 2,142 327 340 △132 △139 2,203 2,343

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,126 3,478 341 306 △245 △180 2,223 3,603
 

 

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

 

 
医薬品
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

外部顧客への売上高 59,694 10,416 70,110
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 
日本

(百万円)
欧州

(百万円)
その他
(百万円)

合計
(百万円)

62,854 3,089 4,166 70,110
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名
売上高
(百万円)

関連するセグメント名

アルフレッサ㈱ 10,789 医薬品事業

㈱スズケン 9,346 医薬品事業

㈱メディセオ 7,632 医薬品事業
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

 

 
医薬品
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

外部顧客への売上高 61,821 9,472 71,294
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 
日本

(百万円)
欧州

(百万円)
その他
(百万円)

合計
(百万円)

64,062 4,387 2,843 71,294
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名
売上高
(百万円)

関連するセグメント名

アルフレッサ㈱ 11,436 医薬品事業

㈱スズケン 9,826 医薬品事業

㈱メディセオ 8,023 医薬品事業
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 神澤陸雄 － －
当社代表

取締役会長

(被所有)

 直接 3.13

当社代表

取締役会長

自己株式の

取得
7,775 － －

 

(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針等

東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に基づき決定しております。

２．議決権等の所有（被所有）割合については、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 3,074.73円 3,226.40円

１株当たり当期純利益金額 142.14円 166.89円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額(百万円) 7,165 8,165

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益金額(百万円)

7,165 8,165

期中平均株式数(千株) 50,411 48,927
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,730 1,730 1.11 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 85 85 1.32 ―

１年以内に返済予定のリース債務 64 65 － ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,463 1,488 0.08
平成29年４月
～平成32年２月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

151 103 －
平成29年４月
～平成33年１月

その他有利子負債 － － － ―

合計 3,495 3,472 － ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金のうち、国立研究開発法人日本医療研究開発機構からの借入金（当連結会計年度末残高1,372百

万円）は無利息であります。

３．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

４．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 70 27 18 －

リース債務 39 25 22 15
 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構からの借入金については、開発成功認定日等が未定であるので、上

記の返済予定額から除いております。

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当該連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 16,676 33,595 53,749 71,294

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(百万円) 3,049 5,464 12,200 11,136

親会社株主に帰属
する四半期(当期)
純利益金額

(百万円) 2,265 3,947 8,807 8,165

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 46.31 80.67 180.02 166.89
 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) 46.31 34.37 99.35 △13.13
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 25,186 23,790

  特定金銭信託 2,993 3,132

  受取手形 8 10

  売掛金 ※１  21,654 ※１  22,445

  有価証券 25,132 24,476

  商品及び製品 5,972 5,951

  仕掛品 39 27

  原材料及び貯蔵品 8,131 9,978

  繰延税金資産 1,834 1,854

  その他 ※１  1,354 ※１  2,179

  流動資産合計 92,309 93,847

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※３  11,303 ※３  11,101

   構築物 336 301

   機械及び装置 1,198 1,413

   車両運搬具 18 12

   工具、器具及び備品 681 897

   土地 ※３  12,091 ※３  12,019

   リース資産 182 128

   建設仮勘定 120 －

   有形固定資産合計 25,932 25,875

  無形固定資産   

   ソフトウエア 722 704

   その他 28 26

   無形固定資産合計 750 731

  投資その他の資産   

   投資有価証券 53,723 61,702

   関係会社株式 723 723

   長期前払費用 489 1,690

   敷金及び保証金 305 297

   その他 640 622

   貸倒引当金 △50 △50

   投資その他の資産合計 55,833 64,986

  固定資産合計 82,515 91,592

 資産合計 174,824 185,439
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※１  3,213 ※１  2,768

  短期借入金 1,150 1,150

  リース債務 54 54

  未払金 ※１  6,589 ※１  6,478

  未払法人税等 1,295 1,521

  賞与引当金 1,802 1,830

  役員賞与引当金 25 25

  返品調整引当金 15 12

  売上割戻引当金 337 376

  販売費引当金 174 194

  その他 465 463

  流動負債合計 15,122 14,876

 固定負債   

  長期借入金 1,262 1,372

  リース債務 128 74

  長期未払金 372 371

  繰延税金負債 6,759 8,072

  退職給付引当金 3,799 3,088

  資産除去債務 101 102

  固定負債合計 12,424 13,082

 負債合計 27,546 27,958

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 24,356 24,356

  資本剰余金   

   資本準備金 24,247 24,247

   その他資本剰余金 7 0

   資本剰余金合計 24,254 24,247

  利益剰余金   

   利益準備金 940 940

   その他利益剰余金   

    別途積立金 68,100 68,100

    繰越利益剰余金 24,704 25,083

   利益剰余金合計 93,745 94,124

  自己株式 △16,591 △11,189

  株主資本合計 125,764 131,538

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 21,513 25,942

  評価・換算差額等合計 21,513 25,942

 純資産合計 147,278 157,481

負債純資産合計 174,824 185,439
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 ※１  59,694 ※１  61,821

売上原価 ※１  16,156 ※１  16,696

売上総利益 43,537 45,124

返品調整引当金戻入額 13 15

返品調整引当金繰入額 15 12

差引売上総利益 43,535 45,127

販売費及び一般管理費 ※１,※２  35,910 ※１,※２  35,517

営業利益 7,625 9,609

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  887 ※１  982

 有価証券評価益 729 132

 為替差益 485 －

 その他 ※１  287 ※１  149

 営業外収益合計 2,390 1,264

営業外費用   

 支払利息 22 20

 為替差損 － 40

 その他 ※１  109 ※１  120

 営業外費用合計 131 182

経常利益 9,884 10,691

特別利益   

 固定資産売却益 11 1

 特別利益合計 11 1

特別損失   

 固定資産処分損 125 32

 減損損失 － 108

 特別損失合計 125 140

税引前当期純利益 9,770 10,552

法人税、住民税及び事業税 3,187 2,736

法人税等調整額 △183 △63

法人税等合計 3,004 2,672

当期純利益 6,765 7,880
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 24,356 24,247 7 24,254 940 68,100 20,422 89,463

会計方針の変更による累

積的影響額
      △374 △374

会計方針の変更を反映した

当期首残高
24,356 24,247 7 24,254 940 68,100 20,048 89,089

当期変動額         

剰余金の配当       △2,110 △2,110

当期純利益       6,765 6,765

自己株式の取得         

自己株式の処分   0 0     

自己株式の消却         

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － 0 0 － － 4,655 4,655

当期末残高 24,356 24,247 7 24,254 940 68,100 24,704 93,745
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △8,684 129,389 12,718 12,718 142,108

会計方針の変更による累

積的影響額
 △374   △374

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△8,684 129,015 12,718 12,718 141,734

当期変動額      

剰余金の配当  △2,110   △2,110

当期純利益  6,765   6,765

自己株式の取得 △7,906 △7,906   △7,906

自己株式の処分 0 0   0

自己株式の消却  －   －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
  8,795 8,795 8,795

当期変動額合計 △7,906 △3,250 8,795 8,795 5,544

当期末残高 △16,591 125,764 21,513 21,513 147,278
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当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 24,356 24,247 7 24,254 940 68,100 24,704 93,745

会計方針の変更による累

積的影響額
        

会計方針の変更を反映した

当期首残高
24,356 24,247 7 24,254 940 68,100 24,704 93,745

当期変動額         

剰余金の配当       △2,103 △2,103

当期純利益       7,880 7,880

自己株式の取得         

自己株式の処分   0 0     

自己株式の消却   △7 △7   △5,396 △5,396

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
        

当期変動額合計 － － △7 △7 － － 379 379

当期末残高 24,356 24,247 0 24,247 940 68,100 25,083 94,124
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △16,591 125,764 21,513 21,513 147,278

会計方針の変更による累

積的影響額
 －   －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△16,591 125,764 21,513 21,513 147,278

当期変動額      

剰余金の配当  △2,103   △2,103

当期純利益  7,880   7,880

自己株式の取得 △2 △2   △2

自己株式の処分 0 0   0

自己株式の消却 5,403 －   －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
  4,428 4,428 4,428

当期変動額合計 5,401 5,774 4,428 4,428 10,202

当期末残高 △11,189 131,538 25,942 25,942 157,481
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………償却原価法

子会社株式………………………移動平均法による原価法
 

その他有価証券

時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
 

(2) 特定金銭信託の評価基準及び評価方法……時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

主として総平均法（月別）による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～50年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によっ

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

均等償却

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

市場価格のない関係会社株式について、実質価額の低下による損失に備えて、その低下に相当する額を計上して

おります。

(3) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(5) 返品調整引当金

販売済製商品の返品による損失に備えて、返品実績率により算出した金額を計上しております。

(6) 売上割戻引当金

事業年度末売掛金に対して将来発生する売上割戻に備えて、当事業年度中の割戻実績率により算出した金額を計

上しております。
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(7) 販売費引当金

事業年度末の卸店在庫に対して将来発生する販売促進に要する諸費用の支出に備えて、当事業年度中の経費実績

率により算出した金額を計上しております。

(8) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

４．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

短期金銭債権 110百万円 5百万円

短期金銭債務 740 766 
 

 

２ 保証債務

関係会社の取引先に対し、保証を行っております。

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

キッセイ商事㈱ 4百万円  キッセイ商事㈱ 4百万円
 

 

※３ 圧縮記帳額

有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

建物 798百万円 798百万円

土地 113 113 
 

 

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

営業取引による取引高     

売上高 1百万円 1百万円

仕入高 3,492 3,199 

営業取引以外の取引による取引高 169 116 
 

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度48.4％、当事業年度50.2％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度51.6％、当事業年度49.8％であります。

主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

販売費引当金繰入額 174百万円 194百万円

給料手当・賞与 7,232 7,367 

賞与引当金繰入額 1,213 1,217 

役員賞与引当金繰入額 25 25 

減価償却費 641 608 

研究開発費 14,623 14,233 
 

 

なお、研究開発費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 441百万円 453百万円

減価償却費 795 787 

給与手当・賞与 2,673 2,757 

研究材料費等 8,355 7,883 
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(有価証券関係)

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額 723百万円、前事業年度の貸借対照表計上額 723百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

繰延税金資産      

 前払研究費等 2,088百万円  2,490百万円

 退職給付引当金 1,227  945 

 有価証券評価損 614  585 

 賞与引当金 593  561 

 棚卸資産 366  321 

 減損損失 178  192 

 未払事業税 140  167 

 売上割戻引当金 110  115 

 役員退職慰労金 117  111 

 その他 421  407 

繰延税金資産小計 5,859  5,900 

評価性引当額 △951  △931 

繰延税金資産合計 4,907  4,969 

繰延税金負債      

 その他有価証券評価差額金 △9,812  △11,169 

 その他 △19  △17 

繰延税金負債合計 △9,832  △11,187 

繰延税金負債の純額 △4,924  △6,217 
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 35.4％  32.9％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2  0.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.4  △0.6 

試験研究費等税額控除 △10.3  △10.3 

住民税均等割 0.8  0.7 

評価性引当額 △0.1  0.3 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 4.6  2.3 

その他 0.6  △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.8  25.3 
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.1％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４

月１日から平成30年３月31日までのものは30.7％、平成30年４月１日以降のものについては30.5％にそれぞれ変更さ

れております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が345百万円減少し、当事業年度に計上され

た法人税等調整額が240百万円、その他有価証券評価差額金が586百万円それぞれ増加しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

       (単位：百万円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

期末減価
償却累計額
又は償却
累計額

当期償却額
差引期末
帳簿価額

有形固
定資産

建物 35,018 709
450

35,276 24,175 888 11,101
(14)

 構築物 2,676 7
48

2,635 2,333 41 301
(0)

 機械及び装置 5,811 675
283

6,202 4,789 450 1,413
(9)

 車両運搬具 108 1 － 110 98 7 12

 工具、器具及び備品 7,015 591
611

6,995 6,097 371 897
(0)

 土地 12,091 －
71

12,019 － － 12,019
(71)

 リース資産 282 － － 282 153 54 128

 建設仮勘定 120 － 120 － － － －

 計 63,124 1,984
1,586

63,522 37,647 1,814 25,875
(96)

無形固
定資産

ソフトウエア 7,415 228
221

7,422 6,717 242 704
(3)

 その他 1,920 － － 1,920 1,893 1 26

 計 9,335 228
221

9,342 8,611 244 731
(3)

 

(注) １．当期首残高及び当期末残高は、取得価額にて記載しております。

２．当期減少額の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

 

【引当金明細表】

    (単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 50 0 － 50

賞与引当金 1,802 1,830 1,802 1,830

役員賞与引当金 25 25 25 25

返品調整引当金 15 12 15 12

売上割戻引当金 337 376 337 376

販売費引当金 174 194 174 194
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所 (特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人 (特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告

電子公告掲載ＵＲＬ http://www.kissei.co.jp/

ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載して行います。

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、会社法第189条第２項各号に掲げられた権利、剰余金の

配当を受ける権利、株主の有する株式数に応じて募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単

元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第70期) (自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日) 平成27年６月26日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月26日関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

(第71期第１四半期) (自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日) 平成27年８月11日関東財務局長に提出

(第71期第２四半期) (自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日) 平成27年11月12日関東財務局長に提出

(第71期第３四半期) (自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日) 平成28年２月10日関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

平成27年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成28年６月29日

キッセイ薬品工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山 中      崇   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   野 本  博 之   印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるキッセイ薬品工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

キッセイ薬品工業株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、キッセイ薬品工業株式会社の

平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、キッセイ薬品工業株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(※) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成28年６月29日

キッセイ薬品工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山 中      崇   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   野 本  博 之   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるキッセイ薬品工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、キッセ

イ薬品工業株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(※) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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